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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２  １株当たり情報の算定上の基礎は、「第４ 経理の状況」中、「１ 四半期連結財務諸表」の「１株当たり

情報」に記載しております。 

３  平成24年度第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が

ないので記載しておりません。 

４  自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権－（四半期）期末少数株主

持分）を（四半期）期末資産の部の合計で除して算出しております。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

 
平成24年度 

第１四半期連結 
累計期間

 
平成25年度 

第１四半期連結 
累計期間

 

平成24年度

  
(自 平成24年４月１日 (自 平成25年４月１日 (自 平成24年４月１日

 
  至 平成24年６月30日)   至 平成25年６月30日)   至 平成25年３月31日)

経常収益 百万円 16,104 18,541 65,174 

経常利益 百万円 1,551 3,021 12,332 

四半期純利益 百万円 649 1,750 ― 

当期純利益 百万円 ─ ─ 6,949 

四半期包括利益 百万円 750 △2,317 ― 

包括利益 百万円 ─ ─ 12,340 

純資産額 百万円 116,790 123,754 128,166 

総資産額 百万円 3,071,865 3,211,789 3,169,835 

１株当たり 
四半期純利益金額 

円 1.60 4.31 ― 

１株当たり 
当期純利益金額 

円 ─ ─ 17.16 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益金額 

円 ─ 4.31 ― 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

円 ─ ─ 17.15 

自己資本比率 ％ 3.45 3.51 3.70 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第1四半期連結累計期間において、この報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項の

うち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(1) 業績の状況 

（主要勘定） 

預金の当第１四半期連結会計期間末残高は、流動性預金の増加等により、前連結会計年度末比1,018

億43百万円増加の２兆9,648億45百万円となりました。また貸出金の当第１四半期連結会計期間末残高

は、前連結会計年度末比３億77百万円減少の２兆2,451億６百万円、有価証券の当第１四半期連結会計

期間末残高は、前連結会計年度末比95億90百万円減少の7,910億57百万円となりました。 

（損益） 

当第１四半期連結累計期間の経常収益は、株式等売却益が増加したこと等から、前第１四半期連結累

計期間比24億36百万円増加の185億41百万円となりました。また、経常費用は、国債等債券売却損が増

加したこと等から、前第１四半期連結累計期間比９億66百万円増加の155億19百万円となり、経常利益

は、前第１四半期連結累計期間比14億70百万円増加の30億21百万円となりました。四半期純利益は、前

第１四半期連結累計期間比11億１百万円増加の17億50百万円となりました。 

セグメント別の業績は、「銀行業セグメント」での経常収益は前第１四半期連結累計期間比16億29百

万円増加の162億72百万円、セグメント利益は前第１四半期連結累計期間比15億84百万円増加の29億37

百万円、「その他」での経常収益は前第１四半期連結累計期間比10億16百万円増加の37億36百万円、セ

グメント利益は前第１四半期連結累計期間比19百万円増加の５億77百万円となりました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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国内・国際業務部門別収支 

当第１四半期連結累計期間の国内業務部門は、前第１四半期連結累計期間に比べ、資金運用収支が

534百万円減少、役務取引等収支が374百万円増加、その他業務収支が1,581百万円減少いたしまし

た。 

また、当第１四半期連結累計期間の国際業務部門は、前第１四半期連結累計期間に比べ、資金運用

収支が23百万円増加、役務取引等収支が１百万円減少、その他業務収支が133百万円増加いたしまし

た。 

以上により、前第１四半期連結累計期間に比べ、当第１四半期連結累計期間の全体の資金運用収支

は511百万円減少、役務取引等収支は373百万円増加、その他業務収支が1,447百万円減少となりまし

た。 

  

 
(注) １  国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住

者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

２  相殺消去額欄の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。 

  

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支 
前第１四半期連結累計期間 9,543 203 ─ 9,747 

当第１四半期連結累計期間 9,009 226 ─ 9,236 

 うち資金運用収益 
前第１四半期連結累計期間 10,227 227 15 10,438 

当第１四半期連結累計期間 9,721 249 16 9,954 

 うち資金調達費用 
前第１四半期連結累計期間 683 23 15 691 

当第１四半期連結累計期間 712 22 16 718 

役務取引等収支 
前第１四半期連結累計期間 2,200 60 ─ 2,260 

当第１四半期連結累計期間 2,574 59 ─ 2,633 

 うち役務取引等 
 収益 

前第１四半期連結累計期間 3,076 71 ─ 3,147 

当第１四半期連結累計期間 3,496 70 ─ 3,567 

 うち役務取引等 
 費用 

前第１四半期連結累計期間 875 11 ─ 886 

当第１四半期連結累計期間 921 11 ─ 933 

その他業務収支 
前第１四半期連結累計期間 993 111 ─ 1,105 

当第１四半期連結累計期間 △587 245 ─ △342 

 うちその他業務 
 収益 

前第１四半期連結累計期間 2,200 112 ─ 2,312 

当第１四半期連結累計期間 2,795 245 ─ 3,040 

 うちその他業務 
 費用 

前第１四半期連結累計期間 1,206 1 ─ 1,207 

当第１四半期連結累計期間 3,382 ― ─ 3,382 
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国内・国際業務部門別役務取引の状況 

当第１四半期連結累計期間の役務取引等収益について、国内業務部門は3,496百万円、国際業務部

門は70百万円となりました。その結果、全体では3,567百万円となりました。全体の収益のうち、主

なものは「預金・貸出業務」「為替業務」「証券関連業務」「代理業務」「保護預り・貸金庫業務」

「保証業務」「投資信託関係業務」で92.10％を占めております。 

また、当第１四半期連結累計期間の役務取引等費用について、国内業務部門は921百万円、国際業

務部門は11百万円となりました。その結果、全体では933百万円となりました。 

  

 
(注)  国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者

取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

  

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益 
前第１四半期連結累計期間 3,076 71 ─ 3,147 

当第１四半期連結累計期間 3,496 70 ─ 3,567 

 うち預金・貸出 
 業務 

前第１四半期連結累計期間 668 3 ─ 672 

当第１四半期連結累計期間 738 3 ─ 742 

 うち為替業務 
前第１四半期連結累計期間 654 67 ─ 721 

当第１四半期連結累計期間 646 66 ─ 712 

 うち証券関連業務 
前第１四半期連結累計期間 35 ─ ─ 35 

当第１四半期連結累計期間 38 ─ ─ 38 

 うち代理業務 
前第１四半期連結累計期間 349 ─ ─ 349 

当第１四半期連結累計期間 351 ─ ─ 351 

 うち保護預り・ 
 貸金庫業務 

前第１四半期連結累計期間 340 ─ ─ 340 

当第１四半期連結累計期間 334 ─ ─ 334 

 うち保証業務 
前第１四半期連結累計期間 241 0 ─ 242 

当第１四半期連結累計期間 240 0 ─ 241 

 うち投資信託 
 関係業務 

前第１四半期連結累計期間 506 ─ ─ 506 

当第１四半期連結累計期間 865 ─ ─ 865 

役務取引等費用 
前第１四半期連結累計期間 875 11 ─ 886 

当第１四半期連結累計期間 921 11 ─ 933 

 うち為替業務 
前第１四半期連結累計期間 137 11 ─ 148 

当第１四半期連結累計期間 137 11 ─ 148 
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国内・国際業務部門別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高(末残) 

  

 
(注) １  国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住

者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

２  流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

３  定期性預金＝定期預金＋定期積金 

  

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計 
前第１四半期連結会計期間 2,837,050 19,853 ─ 2,856,903 

当第１四半期連結会計期間 2,947,234 17,610 ─ 2,964,845 

 うち流動性預金 
前第１四半期連結会計期間 1,674,539 ─ ─ 1,674,539 

当第１四半期連結会計期間 1,755,260 ─ ─ 1,755,260 

 うち定期性預金 
前第１四半期連結会計期間 1,153,663 ─ ─ 1,153,663 

当第１四半期連結会計期間 1,181,336 ─ ─ 1,181,336 

 うちその他 
前第１四半期連結会計期間 8,847 19,853 ─ 28,700 

当第１四半期連結会計期間 10,638 17,610 ─ 28,249 

譲渡性預金 
前第１四半期連結会計期間 10,559 ─ ─ 10,559 

当第１四半期連結会計期間 20,570 ─ ─ 20,570 

総合計 
前第１四半期連結会計期間 2,847,609 19,853 ─ 2,867,463 

当第１四半期連結会計期間 2,967,804 17,610 ─ 2,985,415 
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国内・海外別貸出金残高の状況 

○ 業種別貸出状況(末残構成比) 

  

 
  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  
  

業種別
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内 
(除く特別国際金融取引勘定分) 

2,205,891 100.00 2,244,794 100.00 

 製造業 239,749 10.87 240,674 10.72 

 農業,林業 1,048 0.05 863 0.04 

 漁業 318 0.01 266 0.01 

 鉱業,採石業,砂利採取業 79 0.00 126 0.01 

 建設業 95,965 4.35 97,408 4.34 

 電気・ガス・熱供給・水道業 2,599 0.12 5,206 0.23 

 情報通信業 19,543 0.89 23,672 1.05 

 運輸業,郵便業 99,790 4.52 94,729 4.22 

 卸売業,小売業 245,979 11.15 242,625 10.81 

 金融業,保険業 73,138 3.32 73,548 3.28 

 不動産業,物品賃貸業 464,915 21.08 489,057 21.79 

 各種サービス業 247,673 11.23 221,995 9.89 

 地方公共団体 70,657 3.20 99,686 4.44 

 その他 644,432 29.21 654,932 29.17 

海外及び特別国際金融取引勘定分 384 100.00 312 100.00 

 政府等 ─ ─ ─ ─ 

 金融機関 ─ ─ ─ ─ 

 その他 384 100.00 312 100.00 

合計 2,206,275 ― 2,245,106 ―
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注)  提出日現在発行数には、平成25年８月１日から四半期報告書を提出する日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

  

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注)  新株予約権の行使による当第１四半期会計期間中の合計数・額であります。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 900,000,000 

優先株式 100,000,000 

計 1,000,000,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年６月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成25年８月２日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 410,951,977 410,951,977 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数は1,000株であり
ます。 

計 410,951,977 410,951,977 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成25年４月１日～ 
平成25年６月30日 
（注） 

11 410,951 0 27,484 0 27,431 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成25年３月31日現在 

 
(注)  １．上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が２千株含まれてお

ります。 

また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が２個含まれております。

      ２．当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をし

ております。 

  

② 【自己株式等】 

平成25年３月31日現在 

 
（注）平成25年６月30日現在の自己名義所有株式数は、585,000株であります。また、このほか「従業員持株会連携型

ESOP」の導入に伴い、設定された従業員持株会信託口が所有する当行株式4,627,000株を四半期連結財務諸表

上、自己株式として処理しております。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 581,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

409,815,000
409,815 ―

単元未満株式 
 
普通株式 544,977 ― ―

発行済株式総数 410,940,977 ― ― 

総株主の議決権 ― 409,815 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数

(株)

他人名義 
所有株式数

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社みなと銀行 

神戸市中央区三宮町２丁目
１番１号 

581,000 ― 581,000 0.14 

計 ― 581,000 ― 581,000 0.14 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

１  当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類

は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。 

  

２  当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自 平成25年

４月１日 至 平成25年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年

６月30日）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けてお

ります。 
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

現金預け金 36,682 31,913

コールローン及び買入手形 1,123 46,195

買現先勘定 5,000 14,000

買入金銭債権 2,800 2,330

商品有価証券 720 429

有価証券 800,648 791,057

貸出金 ※1  2,245,483 ※1  2,245,106

外国為替 5,970 6,455

リース債権及びリース投資資産 9,469 9,219

その他資産 27,662 28,099

有形固定資産 35,304 35,529

無形固定資産 5,022 4,886

繰延税金資産 9,482 12,057

支払承諾見返 12,587 12,278

貸倒引当金 △28,120 △27,769

資産の部合計 3,169,835 3,211,789

負債の部   

預金 2,863,001 2,964,845

譲渡性預金 13,382 20,570

債券貸借取引受入担保金 55,285 13,850

借用金 16,300 16,754

外国為替 33 132

社債 28,000 28,000

その他負債 46,366 25,648

賞与引当金 928 235

退職給付引当金 4,995 4,972

役員退職慰労引当金 63 58

睡眠預金払戻損失引当金 617 566

繰延税金負債 106 122

支払承諾 12,587 12,278

負債の部合計 3,041,669 3,088,035
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

純資産の部   

資本金 27,484 27,484

資本剰余金 49,500 49,506

利益剰余金 32,876 32,600

自己株式 △778 △740

株主資本合計 109,082 108,850

その他有価証券評価差額金 8,247 4,019

その他の包括利益累計額合計 8,247 4,019

新株予約権 36 45

少数株主持分 10,800 10,838

純資産の部合計 128,166 123,754

負債及び純資産の部合計 3,169,835 3,211,789
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

経常収益 16,104 18,541

資金運用収益 10,438 9,954

（うち貸出金利息） 8,945 8,519

（うち有価証券利息配当金） 1,288 1,259

役務取引等収益 3,147 3,567

その他業務収益 2,312 3,040

その他経常収益 ※1  205 ※1  1,978

経常費用 14,552 15,519

資金調達費用 691 718

（うち預金利息） 453 489

役務取引等費用 886 933

その他業務費用 1,207 3,382

営業経費 9,029 9,035

その他経常費用 ※2  2,737 ※2  1,448

経常利益 1,551 3,021

特別損失 175 49

固定資産処分損 33 49

減損損失 141 －

税金等調整前四半期純利益 1,376 2,971

法人税、住民税及び事業税 1,050 1,325

法人税等調整額 △473 △257

法人税等合計 576 1,067

少数株主損益調整前四半期純利益 799 1,904

少数株主利益 150 153

四半期純利益 649 1,750
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 799 1,904

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △49 △4,222

その他の包括利益合計 △49 △4,222

四半期包括利益 750 △2,317

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 606 △2,476

少数株主に係る四半期包括利益 143 158
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

※１ その他経常収益には、次のものを含んでおります。 

 
  

※２ その他経常費用には、次のものを含んでおります。 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

あります。 

 
  

※１  貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。 

 
        なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 前連結会計年度 当第１四半期連結会計期間

 （平成25年３月31日） （平成25年６月30日）

  破綻先債権額 3,579 百万円 3,797 百万円

  延滞債権額 69,326 百万円 68,662 百万円

  ３カ月以上延滞債権額 215 百万円 562 百万円

  貸出条件緩和債権額 10,999 百万円 9,571 百万円

  合計額 84,122 百万円 82,593 百万円

 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

 （自  平成24年４月１日 （自  平成25年４月１日

     至  平成24年６月30日）     至  平成25年６月30日）

  株式等売却益 ― 百万円 1,810 百万円

 

 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

 （自 平成24年４月１日 （自 平成25年４月１日

     至 平成24年６月30日）     至 平成25年６月30日）

  貸倒引当金繰入額 2,026 百万円 1,174 百万円

  株式等償却額 575 百万円 ― 百万円

 

 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

 （自  平成24年４月１日 （自  平成25年４月１日

     至  平成24年６月30日）     至  平成25年６月30日）

  減価償却費 875 百万円 838 百万円

― 15 ―



  

(株主資本等関係) 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
(注)  配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金30百万円を含めておりません。これは従業員持株会信

託口が所有する当行株式を自己株式として認識しているためであります。 

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
(注)  配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金24百万円を含めておりません。これは従業員持株会信

託口が所有する当行株式を自己株式として認識しているためであります。 

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 2,021 5 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 2,027 5 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成 24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １  一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。 

２  「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード、信用保

証、リース、事務処理代行、ベンチャー・キャピタル業等を含んでおります。 

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

４  セグメント利益の調整額は、連結処理に伴う調整額であります。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １  一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。 

２  「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード、信用保

証、リース、事務処理代行、ベンチャー・キャピタル業等を含んでおります。 

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

４  セグメント利益の調整額は、連結処理に伴う調整額であります。 

  

    （単位：百万円） 

 

報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結損益
計算書計上額銀行業

経常収益      

  外部顧客に対する 
  経常収益 

14,258 1,845 16,104 ─ 16,104 

  セグメント間の内部 
  経常収益 

383 874 1,257 △1,257 ─ 

計 14,642 2,719 17,362 △1,257 16,104 

セグメント利益 1,352 557 1,910 △358 1,551 

    （単位：百万円） 

 

報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結損益
計算書計上額銀行業

経常収益      

  外部顧客に対する 
  経常収益 

15,701 2,839 18,541 ─ 18,541 

  セグメント間の内部 
  経常収益 

570 897 1,467 △1,467 ─ 

計 16,272 3,736 20,008 △1,467 18,541 

セグメント利益 2,937 577 3,514 △492 3,021 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算

定上の基礎は、次のとおりであります。 

 
(注) １ 「普通株式の期中平均株式数」は、当行所有の自己株式及び従業員持株会信託口が所有する当行株式を控除

して算出しております。 

２  なお、前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がな

いので記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

  (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
  至  平成25年６月30日)

(１)１株当たり四半期純 
   利益金額 

円 1.60 4.31 

（算定上の基礎）    

  四半期純利益 百万円 649 1,750 

  普通株主に帰属しない 
  金額 

百万円 ─ ─ 

  普通株式に係る 
  四半期純利益 

百万円 649 1,750 

  普通株式の 
  期中平均株式数 

千株 404,317 405,515 

(２)潜在株式調整後 
   １株当たり四半期純 
   利益金額 

円 ─ 4.31 

（算定上の基礎）    

  四半期純利益調整額 百万円 ─ ─ 

  普通株式増加数 千株 ─ 353 

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算
定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から
重要な変動があったものの
概要 

 ─ ─ 

２ 【その他】

― 18 ―



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成25年８月１日

株式会社みなと銀行 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社みなと銀行の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25
年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社みなと銀行及び連結子会社の平成
25年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士    河    崎    雄    亮    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士    神    田    正    史    印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年８月２日 

【会社名】 株式会社 みなと銀行 

【英訳名】 ＴＨＥ ＭＩＮＡＴＯ ＢＡＮＫ，ＬＴＤ． 

【代表者の役職氏名】 取締役頭取    尾野  俊二 

【最高財務責任者の役職氏名】 ─ 

【本店の所在の場所】 神戸市中央区三宮町２丁目１番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社みなと銀行 大阪支店 

  (大阪市中央区瓦町４丁目２番14号 京阪神瓦町ビル６階) 

※株式会社みなと銀行 東京支店 

  (東京都中央区日本橋室町４丁目５番１号) 

 株式会社 東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

(注)  ※印は金融商品取引法の規定による縦覧に供する場所ではありませんが、投資家の縦覧の便宜のため縦覧に

供する場所としております。 



当行取締役頭取尾野俊二は、当行の第15期第１四半期(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】


